
理

由

物
価
上
昇
局
面
に
お
け
る
税
負
担
の
調
整
及
び
就
業
調
整
対
策
の
観
点
か
ら
の
所
得
税
の
基
礎
控
除
の
控
除
額
及
び
給
与
所

得
控
除
の
最
低
保
障
額
の
引
上
げ
並
び
に
特
定
親
族
特
別
控
除
の
創
設
を
行
う
と
と
も
に
、
成
長
意
欲
の
高
い
中
小
企
業
の
設

備
投
資
を
促
進
し
地
域
経
済
に
好
循
環
を
生
み
出
す
た
め
の
中
小
企
業
者
等
が
特
定
経
営
力
向
上
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の

特
別
償
却
又
は
税
額
控
除
制
度
の
拡
充
並
び
に
国
際
環
境
の
変
化
等
に
対
応
す
る
た
め
の
防
衛
特
別
法
人
税
の
創
設
及
び
た
ば

こ
税
の
見
直
し
を
行
う
ほ
か
、
既
存
の
特
別
措
置
の
整
理
合
理
化
を
図
り
、
あ
わ
せ
て
相
続
に
係
る
所
有
権
の
移
転
登
記
等
に

対
す
る
登
録
免
許
税
の
特
例
等
期
限
の
到
来
す
る
特
別
措
置
に
つ
い
て
実
情
に
応
じ
適
用
期
限
を
延
長
す
る
等
、
所
要
の
措
置

を
一
体
と
し
て
講
ず
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。
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